
468,393 470,328

12,876 9,946

1,698,322 1,748,973

776,915 817,228

440,138 451,471

千円

1,746,934 1,797,859

517,005 519,214

財源
内訳

国庫支出金

府支出金

市債

その他
一般財源１（＝フル
コストー特定財源）

一般財源２（＝直接
事業費ー特定財源）

コス
トの
内訳

人件費

事業費

フルコスト

千円

48,612 48,886

　４．施策にかかるコスト

単位 H25決算 H26決算

56.0

H28

50.8

重要度（偏差値）

H22 H23

満足度（偏差値）

H24 H25 H26 H27

　施策目標

　対象（誰を、何を、どこを）

障がい児・者

　意図（どのような状態にしたいのか）

「自己選択と自己決定」による障がい者の自立した地域生活を実現します。

　３．市民ニーズ

第４節　障害者福祉

地域における自立した生活への支援

　基本方針

・ 障害者計画を策定し、障害者施策の総合的かつ効果的な推進に努めます。

・障害福祉計画を策定し、利用者主体の選択や自己決定を尊重しつつ、住み慣れた家庭や地域で自立した生活が送れるよう、サー
ビスやその提供体制の確保、充実を図ります。

　現況と課題

・障害者基本法に基づく障害者計画を策定し、「すべての人々が、違いを認めあい、個人として尊重され、住みなれた地域で、共
に支えあい、共に暮らすことのできる共生社会の創造」を基本理念に、障害者施策の充実に取り組んでいます。

・障害者総合支援法に基づく障害福祉計画を策定し、福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制とそのサービスを
確保するための方策を定めています。

・障害福祉計画に設定した「施設や病院に入所及び入院中の障害のある人の地域生活への移行」、「福祉施設から一般就労への移
行」に関する数値目標等の達成を図ることにより、地域における自立した生活の実現が求められています。

主管課

関係課

健康福祉部  障害福祉総務課

　２．総合計画における位置づけ

総合計画

政策

施策

節
第３章　やさしさとふれあいのあるまち
づくり（安心・健康）

平成27年度行政評価　施策評価シート（平成26年度実績）
施策名 地域における自立した生活への支援

施策コード 030401

　１．施策の担当



①

②

③

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

障害者入所施設入所者や精神科病
院入院患者について、自立した生
活を送ることができる方について
は居宅やグループホームへの地域
移行を促していますが、このうち
グループホームの利用者数を確認
することにより、地域における自
立した生活への支援の推進状況が
わかります。

過去の実績を基本として、施設及
び病院からの地域移行を見込み、
毎年10人程度の伸びがあるものと
して目標値を設定しました。

実利用者数はほぼ横ばいだが、昨年度は市内の大手事業所
のＧＨへの体験利用のための支給決定により、支給決定件
数が水増しされていた。

達成度 100.0 82.5

実績値 75.0 66.0

H27計画 H28計画

目標値 75.0 80.0 90.0 90.0

達成度 79.65

成果指標３ グループホーム支給決定者数

項目 H22実績 H23実績 H24実績 H25実績 H26実績

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

障害のある人やその家族からの相
談に応じ、必要な情報提供や権利
擁護のために必要な支援を行う相
談支援事業の利用者人数の増加に
より、地域における自立した生活
への支援の推進状況がわかりま
す。

過去の実績を基本として、施設及
び病院からの地域移行を見込み、
毎年100人程度の伸びがあるものと
して目標値を設定しました。

平成25年度は参加事業所の撤退等により、基幹相談支援セ
ンターへの相談数が大幅に低下した。また、平成26年度よ
りこれまでの基幹を廃止して新たに泉佐野市社会福祉協議
会に委託されることとなり、一時的にはさらに減少するこ
ととなった。減少分は、市の窓口や特定相談支援事業所に
行ったと思われる。

96.09 83.7 34.85 21.16

3,700.0 3,700.0

実績値 2,549.0 3,171.0 2,846.0 1,220.0 762.0

目標値 3,200.0 3,300.0 3,400.0 3,500.0 3,600.0

H23実績 H24実績 H25実績 H26実績 H27計画 H28計画

86.85 83.38

ヘルパーが自宅を訪問し、調理や
掃除といった家事援助や入浴・排
泄の介助を行う身体介護等の居宅
介護等の障害福祉サービスの支給
決定者数の増加により、地域にお
ける自立した生活への支援の推進
状況がわかります。

過去の実績を基本として、1年間に
10人程度の伸びを設定していまし
たが、目標値を大きく上回ってき
たため、毎年20人程度（平成22年
度実績値の10％増）の伸びがある
ものとして、平成22年度に目標値
の設定を見直しました。しかしな
がら、施設等の地域移行者の増加
等もあり、平成23年度の実績値が
大きく予想を上回ったため、毎年
50人程度（平成23年度実績値の20%
増）の伸びがあるものとして再
度、目標値の設定を見直しまし
た。また、最終目標年度である平
成30年の支給決定者数は500人を目
標とする。

平成２４年度よりサービス等利用計画導入が始まり、平成
２７年４月からの計画の必須化が確定したため、平成２６
年度後半より特定相談支援事業所の立ち上げとサービス等
利用計画の導入が本格化した。それにより未利用の支給決
定が淘汰され、実利用者数は増加しているが支給決定件数
は減少するという傾向となった。

図
　
　
　
　
表

成果指標２ 相談支援事業の年間利用者数

項目 H22実績

220.0

指標設定の根拠 目指そう値の設定根拠 目標達成・未達成の理由・背景

112.27 93.0

350.0 355.0目標値 400.0 450.0

200.0 247.0 279.0 304.0 296.0実績値

達成度

H22実績

165.0

121.21

300.0

　５．施策の成果指標

成果指標１ 障害福祉（訪問系）サービスの年間支給決定者数

項目 H23実績 H24実績 H25実績 H26実績 H27計画 H28計画

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

H22実績 H23実績 H24実績 H25実績 H26実績 H27計画 H28計画 

成果指標① 

目標値 

実績値 

0.0

1,000.0

2,000.0

3,000.0

4,000.0

H22実績 H23実績 H24実績 H25実績 H26実績 H27計画 H28計画 

成果指標② 

目標値 

実績値 



2,008,603

14 01021440 障害支援区分認定審査会運営事業 4,643 2,733 -3,024 12,029 Ｂ

合計 48,886 1,748,973 470,328

114,322 Ｂ

13 01021400 障害者相談支援事業 10,487 50,853 17,944 42,806 Ｂ

12 01021300 障害者共同生活援助等事業 2,130 102,088 25,524

858 Ａ

11 01021200 特別児童扶養手当事務事業 1,175 46 -206 67 Ｂ

10 01021100 訪問看護利用料助成事業 391 611 306

171,292 Ｂ

9 01020700 身障手帳無料診断事業 739 581 -18 750 Ｂ

8 01020500 障害者医療費助成事業 2,350 150,352 71,135

1,269 Ｂ

7 01020410 障害者地域生活支援事業 8,701 99,653 21,919 107,783 Ａ

6 01020400 障害者交流事業 1,488 1,144 348

227,414 Ａ

5 01020300 障害者施設入所等支援事業 9,738 1,028,069 258,115 1,194,858 Ａ

4 01020200 障害者ホームヘルプサービス事業 2,321 190,593 47,649

Ｂ

3 01020000 障害者短期入所事業 1,199 41,601 10,402 49,690 Ｂ

0 Ｂ240

2 01019900 特別障害者手当等給付事業 3,446 80,649 20,234 85,225

1

予算コード

01019700 在日外国人重度障害者助成事業

人件費 事業費

78 0

事務事業 H26年度決算額
H27年度予算 一次評価

事務事業名 一般財源

　７．施策を構成する事務事業

Ｃ
目標値の見直しを検討すること。

Ｃ
成果指標の見直しを検討すること。

6 点

Ｃ

利用者数は年々増加しており、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス
の提供量等についても、ほぼ目標値を達成でき一定の成果は見られる。

障害のある人が地域で生活を送るうえで、障害福祉サービスの利用に対する
ニーズは高い。また、重度障がい者に対する医療費の助成や手当の給付等、
経済的な負担軽減に係る要望も高いものとなっている。

平成24年10月より障害者虐待防止法が、平成25年4月から障害者優先調達推進
法と障害者総合支援法が、平成28年4月より障害者差別解消法が施行され、障
害者施策をとりまく環境は目まぐるしく変わりつつある。

制度の移り変わりとともに関係機関の体制も抜本的に変える必要があり、平
成２６年度に一度リセットされたため指標も低くなった。また、これまで支
給決定者数を指標としてきたが、実態を反映していないことがあり、障害福
祉計画においても実利用者数を指標としている。指標の変更も検討すべき
か。

二次評価（政策推進課・行財政管
理課による評価）

三次評価（理事者による評価）

（４点中）

（３点中）

（３点中）

（１０点中）

1

2

3

　６．施策の事後評価

一次評価
（担当課によ

る評価）

判定項目 評価点 評価理由、今後の方向性等

施策の成果レベル
（過去の推移、周辺
市との比較なども含
む）

施策に対する市民
ニーズ

施策を取り巻く状況
（法令等の動向、
国・府の政策の動
向、社会潮流など）

合計点

総合評価

図
　
　
　
　
表
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実績値 


